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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、社会規範を取り入れて既存の交渉理論を再構築し、理論と実験の両
面から社会規範が交渉行動と交渉帰結に及ぼす影響を分析することである。理論研究では、利得分配とグループ
形成の交渉状況において、分配に関する規範が社会環境の変化に応じてどのように発生し動的に変化するかを進
化モデルを用いて分析する。実験研究では、理論成果の実証とデータからのフィードバックを定式化に反映させ
るために、アンケートと分配交渉実験を履歴依存や予想の変化をとらえるようにデザインし実施する。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to reformulate bargaining theory by 
incorporating the concept of social norm, and to examine various effects of social norm on 
bargaining behavior and bargaining outcomes. Theoretically, we develop deterministic and stochastic 
evolutionary game models and analyze dynamics of distributional norm in social situations that 
agents negotiate repeatedly for coalition formation and payoff allocations. Experimentally, we 
conduct surveys on social norm and distributional attitudes of subjects and bargaining experiments, 
focusing on history dependence and belief formation.

研究分野： ゲーム理論
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１．研究開始当初の背景 
グローバル化した現代社会では、異なる価

値観や文化をもつ経済主体の相互依存関係

はより緊密化し、複数の社会規範が経済主体

の行動や意思決定に重要な影響をもつ。一方、

従来の理論では、社会規範は直接的な分析対

象ではなかった。地球規模の外部性を解決す

るための枠組では、「差異ある責任」が明示

的に取り入れられ、途上国の当初負担を軽減

する措置がとられている。有効な司法制度が

ないので、伝統的な交渉理論では元来責任は

影響を及ぼさないが、この場合、予測不可能

であった責任によって、履歴が分配に影響す

る「規範」の存在を示唆する。この現実の説

明には、従来の理論は不適切である。 

上述のような伝統的な理論の問題は、交渉

実験等でも指摘され、その要因として不完備

情報、限定合理性、感情要因、他者依存選好

など、様々なものが挙げられている。本研究

で規範に注目するのは、他の要因の多くが十

分な理論的、実証的検証を受け、有効性と限

界が認識されているからである。規範につい

ても、その理論への組込については、選択肢

の制約、アクションの効用、繰返しゲームや

進化分析をはじめとする均衡選択基準、協力

ゲーム論の公理など、多数の試みがある。さ

らに、交渉で規範が戦略的に利用されること

も指摘されている。本研究ではこれらの分析

結果の体系化を目指しつつ、異なった規範の

遭遇をも取扱えるような総合化をめざす。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、社会規範を取り入れて既

存の交渉理論を再構築し、理論と実験の両面

から社会規範が交渉行動と交渉帰結に及ぼ

す影響を分析することである。理論研究では、

利得分配とグループ形成の交渉状況におい

て、分配に関する規範が社会環境の変化に応

じてどのように発生し動的に変化するかを

進化モデルを用いて分析する。実験研究では、

理論成果の実証とデータからのフィードバ

ックを定式化に反映させるために、アンケー

トと分配交渉実験を履歴依存や予想の変化

をとらえるようにデザインし実施する。 
 
３．研究の方法 
 

(1) 経済学、社会学、社会心理学、政治学、

文化人類学、ゲーム実験などの分野の社

会規範に関する文献サーベイを行う。こ

れに基づいて、規範の定式化の理論的可

能性を比較再検討する。とくに、履歴が

与える規範上の扱いの及ぼす効果や、異

なる規範を持つ者同士の状況での行動や、

異なる規範を持つものであると認め合う

場合の効果の理論的な取り込み手法につ

いて、実際の事例も含めて調査する。 

(2) 社会規範を取り入れた交渉モデルを構築

する。交渉主体が一定の社会規範の制約

を受ける下での交渉問題を分析し、社会

規範が交渉帰結に及ぼす影響を分析する。

この中で、調整基準としての規範を中心

に、それが行動選択や社会的取り決めに

いかに影響するかについての理論化可能

性を検討する。とくに、外交交渉などに

おける事例を取り上げて、異文化間の交

渉がどのような影響をおよぼしうるかを

検証し、それを規範定式化の研究にフィ

ードバックする。 

(3) 社会規範と交渉行動の相互作用について

のダイナミックスを分析するための進化

モデルを構築し社会規範の動学的性質を

分析する。とくに、グループ形成と分配

の規範の相互関連を明らかにする。 

(4) 人々の分配に関する社会規範、状況の認

識識別および規範の共有度の評価を分析

するためのアンケート調査を行う。また、

交渉実験をデザインし実施する。交渉実

験の前にプレステージとして、交渉ゲー

ムとはタイプの違う社会的ジレンマ型の

ゲームを行う。実験結果は、プレステー

ジである社会的ジレンマ実験の影響を受



け、プレステージで協力が成立したグル

ープに属したプレイヤーたちは利他的に、

協力が成立しなかったグループは利己的

にふるまうと予想される。このような感

情的な部分に関して、予想も含めアンケ

ートを利用することによって、決定要因

を分析する。アンケートの解析には、要

因分析や共分散構造分析を利用する。 
 
 
４．研究成果 
 

(1) 経済学、社会学、社会心理学、政治学、

文化人類学、ゲーム実験などの関連分野

の文献サーベイを行い、規範の定式化の

理論的可能性を再検討した。また、実験

方法の各種の展開とそこから得られた知

見を通して、事前に起きたことをストー

リー化するという実験・アンケートの方

式についてのアイデアを得た。 

(2) 外部性を伴う提携交渉問題における利得

分配のコア概念を考察した。社会規範か

らの経済主体の提携による離脱に対して

他の経済主体の反応行動自体が社会規範

の制約を受けることを考慮して、新しい

協力ゲーム解を分析した。 

(3) 社会規範と交渉行動のダイナミックスを

分析するために２種類の進化モデルを構

築した。無限集団内のリプリケータ動学

による進化モデルを用いて、３人提携交

渉ゲームにおいて、利己的戦略、公平戦

略および提携内公平戦略が進化的に安定

であるかどうかを分析した。さらに、有

限集団における提携交渉の確率的進化モ

デルを定式化し、選択のミスがランダム

に発生する状況下において提携交渉にお

ける長期的安定な戦略の特性を明らかに

した。確定的な進化モデルであるリプリ

ケータ動学では、２人提携値が閾値を超

える場合、普遍的公平性および提携内公

平性がともに漸近的安定であることを示

した。さらに、確率的進化モデルである

頻度依存モーラン過程で淘汰力が弱く変

異率がゼロに近い極限では、提携内公平

性の社会規範が最も頻繁に観察される状

態であることを証明した。この結果は、

オランダで実施された３人最後通告交渉

ゲームの実験結果と整合的であることを

示した。 

(4) 分配に関する社会規範、状況の認識識別

および規範の共有度の評価の調査のため

のアンケート調査を実施した。また、学

生を対象とした授業内実験という形で、

事前の行動選択の内容が、予期せず事後

の交渉の条件－パイのサイズ－に影響す

るという場合に、その与える効果を調べ

た。この実験では、行動選択の内容の影

響が強く見られなかったと同時に、行動

選択内容に十分なバラエティを与えるこ

とができなかったために、実験デザイン

についてのさらなる改善が必要であるこ

とを確認した。その反面、反応する学生

も少数であるが観察することができ、こ

のような時間経過をともなう実験ないし

はアンケートにおいて、時間間隔の取り

方、もしくは、事前ストーリーの設定に

対してある程度敏感である可能性も伺え、

このような構造を違えながら比較する実

験・アンケート研究にも新たな結果の展

開を期待できる可能性を見出すことがで

きた。 

(5) 同志社大学において交渉を２段階に分割

して行い、前段に非対称な結果を与えて

しまうという形での履歴効果の実験を試

みた。実験は、提案額と許容受諾額を書

かせて、事後対決させるという形をとっ

たが、前段で多く与えられたものは結果

平等まで許容範囲が広く、逆のケースは

全体の平等を復元しようとする傾向がみ

られた。事後アンケートには、立場によ

って基準点が移行していることが確認さ



れた。以前の行為の意図せざる結果が、

現在の交渉の交渉力にどのような影響を

与えるのかを調べるために、アンケート

ベース（ストラテジーメソッド）の最後

通牒型交渉モデルの実験を行った。  

初めに、行為の意図せざる結果が正の

効果を持つ場合と負の効果を持つ場合に、

同様の反応をするのか調べるために予備

実験を行った。この予備実験では、公共

財の私的供給モデルを利用した。実験で

は 2 回セッションを繰り返し、1 回目は通

常のモデルを、2 回目は 1 回目の結果を利

用して全体として初期値を増やしたり、

減らしたりしたモデルの実験を行った。

この実験の結果は、交渉ゲームの先行研

究で指摘されているのと同様に、交渉力

を持つ提案側になったとしても、さらに

正の効果および負の効果のどちらのケー

スにおいても、半分を分配する提案がさ

れ、条件にかかわらず事後的に公平な行

動をとることが観測された。そのため、

この公平性についてより詳しく本実験で

検討した。 

本実験では、ストラテジーメソッドを

採用し、アンケートベースの実験を行っ

た。被験者は、大正大学および同志社大

学の学生を対象としており、大正大学の

学生は文系(地域創生学部)、同志社大学の

学生は理系(理工学部)である。計算の複雑

性などの効果を減らすために、最後通牒

型交渉モデルを利用した。また交渉環境

に非対称性を想定し、それによって交渉

力と分配の公平性について調べた。また、

この実験では、以前の行為の意図せざる

結果という効果に関しては、くじ引きを

行い、その結果による非対称性を導入し

た。結果として、多くのプレイヤーは、

事後的な公平性（結果の平等）ではなく、

分割するもの自体についての公平提案を

行っている。この結果は、予備実験の結

果と異なる。ただし、相手の提案及び許

容提案額については、交渉力に関して有

利な立場にある場合、事後的な公平性（結

果の平等）提案まで許容すると答えるも

のが多く、不利な立場である場合は、分

割の平等提案が基準になっていた。 

アンケートの回答を見てみると、損を

しなければよいという基準が基本となり、

立場によりその基準点が違うことが観察

された。実際に金銭的な謝礼を伴う場合で

も、そうでない場合であっても、同様の結

果となっている。これらの結果は、交渉不

成立を前提とした将来に対する予想（割引

率）に密接に関係していると考えられる。

これらの結果が世代間で異なるのか、国民

性なのかなどについては、今後の研究課題

である。 
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